
省庁名： 経済産業省

（単位 ： 百万円、(　)の数字は内数）

施策テーマ名 事　業　名
施策・事業の概

要
20年度
要求額

19年度
予算額

備考

地域新事業創出
発展基盤促進事
業

　地域振興や環境
問題などの地域の
抱える社会的課題
を地域住民と協力
しながらビジネス
の手法を活用して
解決し、雇用の創
出にも繋がるコミュ
ニティビジネスを
振興するため、コ
ミュニティビジネス
の認知度を向上さ
せるための普及啓
発、コミュニティビ
ジネスと周辺支援
機関との連携・
ネットワーキング
の機会の創出、コ
ミュニティビジネス
の事業環境の整
備を行う。また、地
域で活躍する社会
起業家人材の育
成やコミュニティビ
ジネスの経営サ
ポート等を行う中
間支援機能の強
化を図るとともに、
ある地域で成功し
たコミュニティビジ
ネスの事業モデル
や経営ノウハウ
を、他地域に幅広
く移転・活用し、新

500 - 平成20年度新規

広域的新事業支
援連携等事業費
補助事業

　産業クラスター
計画に基づき、地
域の中堅・中小企
業、大学等が産学
官連携、産産・異
業種連携による広
域的なネットワー
クを形成し、経営
資源等の相互活
用によって、新産
業・新事業が次々
と創出されるような
人的ネットワーク
の形成を図る。

1,274 1,932

広域的新事業支
援等強化対策



非化石エネル
ギー等設備導入
促進対策費補助
金

新エネルギー・
省エネルギー非
営利活動促進事
業費補助金

  草の根レベルに
おける効果的な新
エネルギー導入及
び省エネルギーを
きめ細かに講じる
ことができる民間
団体（ＮＰＯ）等が
行う新エネルギー
導入及び省エネル
ギー普及促進に係
る事業等を支援す
ることにより、民間
団体（ＮＰＯ）等の
積極的な取組みを
全国的に波及さ
せ、新エネル
ギー・省エネル
ギー対策の加速
的推進の実現を図
る。

60 66

地域エネルギー
開発利用等促進
対策費補助金

地域新エネル
ギー等導入加速
化支援対策費補
助金

  新エネルギー等
の導入を加速化す
るため、地方自治
体や民間事業者
による先進的な設
備導入等について
支援する。また、
地方自治体が地
域性などの強みを
認識して行う地産
地消型の新エネル
ギー利用などの積
極的な取り組みに
対して、集中的に
支援を行う。

(40,735) - 平成20年度新規



中小企業経営支
援等対策

新現役チャレン
ジ支援事業

  団塊の世代が大
量退職する中で、
我が国で培われた
技術・ノウハウ等
を、中小企業や地
域に活かすととも
に、我が国として
守るべき技術の海
外流出を防ぐため
に、①大企業から
中小企業へ、②大
都市から地方へ、
③海外から国内へ
とその活躍の舞台
を変えることによ
り、やりがい・生き
がいを見出すこと
ができる新たなシ
ニア人材（新現役）
の潮流を作り出
す。

2,200 - 平成20年度新規

まちづくりの推進
に必要な経費

戦略的中心市街
地商業等活性化
支援事業

  中心市街地活性
化法に規定する認
定基本計画に基づ
き、「都市機能の
市街地集約」と「中
心市街地のにぎわ
い回復」の双方を
一体的に取り組む
地域（中心市街
地）であって、商店
街・商業者等が地
権者などの幅広い
関係者の参画を得
て実施する商業活
性化事業や中心
市街地活性化協
議会の運営、タウ
ンマネジメント診断
等に対して、「選択
と集中」の観点か
ら重点的な支援を
行う。

(6,300) (6,300)



商店街活性化対
策

尐子高齢化等対
応中小商業活性
化事業

　商店街振興組
合、商工会、商工
会議所等が実施
する、尐子高齢
化、安全・安心等
の社会的課題に
対応する商業活性
化の取組（バリア
フリー型カラー舗
装や空き店舗を活
用した育児施設・
高齢者交流施設
等のコミュニティ施
設の設置・運営
等）に対して支援
を行い、商店街等
に賑わいを創出
し、その活性化を
図るとともに、商店
街等の果たすべき
社会的役割の向
上を促進する。（う
ち、NPO法人が対
象となるのはコミュ
ニティ施設の設
置・運営等のソフト
事業に限る。）

(2,972) (2,972)


